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第 1章　終了時評価調査の概要

1－1 評価調査団派遣の目的

ポーランド共和国（以下、「ポーランド」と記す）における第三国研修「東欧情報工学セミナー」

は、1999年度から5年間（12日前後／ 1回／年）の計画で実施されている。本研修が2004年度で終

了することから、2003年 2月に実施される第4回研修にあわせ、2003年 2月 18日から 25日までの

期間、JICAによって本件評価調査団が派遣された。

本評価調査の主な目的は、日本側評価調査団とポーランド国民教育・スポーツ省及びポーラン

ド・日本情報工科大学（PJIIT）が合同で、これまでの本研修の協力効果を確認し、評価 5項目に基

づいて評価を行い、協力期間終了後の基本方針を取りまとめることである。

また、この主な目的に加えて、中・東欧地域における域内協力の拠点として、我が国のポーラ

ンド支援のあり方についても関係者間で検討した。さらに、一連の評価調査業務を通じて、第三

国研修の有効で簡潔な評価手法についても考察を加えた。

1－2 調査団員構成

団長／総括　　合田ノゾム　　JICA国際協力専門員

評価計画　　　伏見　勝利　　JICAアフリカ・中近東・欧州部中近東欧州課職員

評価分析　　　駒澤　牧子　　（株）アース アンド ヒューマン コーポレーション研究員

1－3 調査日程

日順 月　日 曜日 調査日程 宿泊地

1 2月 18日 火 11:35：東京発 ワルシャワ

18:45：ワルシャワ着

2 2月 19日 水 9:00：JICAポーランド駐在員事務所打合せ ワルシャワ

10:00：国民教育・スポーツ省にて協議

15:00：在ポーランド日本大使館表敬

3 2月 20日 木 9:00：第三国研修コース視察 ワルシャワ

PJIIT学長／運営管理責任者／研修員／講師インタビュー

4 2月 21日 金 10:00：国民教育・スポーツ省・PJIITとの協議 ワルシャワ

14:00：第三国研修終了式参加

研修員／講師インタビュー

5 2月 22日 土 終日：データ分析 ワルシャワ

6 2月 23日 日 終日：団内打合せ、ミニッツ作成 ワルシャワ

7 2月 24日 月 10:00：ミニッツ署名（於国民教育・スポーツ省） ワルシャワ

14:00：JICAポーランド駐在員事務所報告

15:00：在ポーランド日本大使館報告

8 2月 25日 火 11:09：ワルシャワ発 機内

9 2月 26日 水 9:45：東京着
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1－4 主要面談者

【国民教育・スポーツ省】

Ms. Teresa Bader 高等教育局局長

Mr. Jozef Lepiech 高等教育局次長

Ms. Renata Olbrysz 高等教育局非国立部門部長

【ポーランド・日本情報工科大学】

Dr. Jerzy Pawel Nowacki 学　長

Prof. Witold Kosinski 副学長

Dr. Maciej Dubeiko 副学長

Dr. Aldona Drabik 副学長

【在ポーランド日本大使館】

上田　秀明 大　使

宇山　秀樹 一等書記官

奥山　　学 二等書記官

【JICAポーランド駐在員事務所】

榎本　　宏 所　長

【在外技術研修講師】

小澤　　哲 茨城大学教授
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第 2章　本研修の経緯及び概要

2－1 第三国研修「東欧情報工学セミナー」実施の経緯

本研修は、我が国の約 10年にわたる長い協力実績のうえに、展開されている。ポーランドでは

1989年以降市場経済化が進展するなかで、情報化に対応できる人材を育成するために、1994年 10月

に我が国政府からの食糧増産援助の見返り資金を活用して、PJIITを設立した。その後 1996年 3月

から 2001年 3月まで JICA技術協力プロジェクト（旧プロジェクト方式技術協力）「ポーランド・日

本情報工科大学」が実施され、現地の人材育成を行った。これまでの協力の変遷を簡単に整理する

と表 2－ 1のようになる。

表 2－ 1　PJIIT協力の変遷

1992年 JICA短期個別専門家（埼玉大学教授）がポーランド商工省電気工学研究所に派遣される

1993年 コンピューター技術開発財団より、長期専門家 2名の派遣要請がなされる。

第 1回食糧援助見返り資金 120万米ドルが承認される

1994年 PJIITが設立される（10月）

1995年 建物が国民教育省から貸与される

1996年 JICA支援による技術協力プロジェクト（旧プロジェクト方式技術協力）が開始される（3月）

第 2回食糧援助見返り資金 130万米ドルが承認される。建物が拡充される。

1997年 最初の学士課程卒業生が出る

大型供与機材である日立製スーパーコンピューターが導入される

1998年 修士課程がポーランド側により開設される

ポーランド政府が大学にワルシャワ市内中心部の 3,012m2の土地を永久貸与する

大学の英語名称を Polish-Japanese Institute of Information Technologyに変更

1999年 第 3回食糧援助見返り資金 80万米ドルが承認される

埼玉大学と大学間協定締結

2000年 第 1回第三国研修実施（2月）

最初の修士課程卒業生が出る

5階建ての新校舎が建設開始、一部竣工

技術協力プロジェクト終了時評価団来校（11～ 12月）

2001年 5階建ての新校舎全面竣工

技術協力プロジェクト終了（3月）

技術協力プロジェクトフォローアップ開始（～ 2004年度）

2002年 遠隔教育開始（10月）

博士号の授与資格を取得する（11月）

2004年 ＜ポーランド、ヨーロッパ連合加盟予定＞

技術協力プロジェクトは順調に進展し、ポーランド政府内ではポーランドが中・東欧地域で IT

分野での中核としての役割を担いたいとの考えが明確になってきた。そのような背景から JICAに

対する正式な要請があり、JICAは PJIITを媒介として、当時実施中の技術協力プロジェクトと並行

し、1999年度から 5年間（12日前後／ 1回／年）の予定で第三国研修「東欧情報工学セミナー」を実



- 4 -

施することとなった。

割当国は、自国ポーランドのほか、割当国のブルガリア、チェコ、エストニア、ハンガリー、ラ

トビア、リトアニア、モルドバ、ルーマニア、スロバキア、スロベニア、ウクライナの11か国で、

毎年 20名を上限とし、各国 2名程度を目処に受け入れている。

2－2 第三国研修「東欧情報工学セミナー」の概要

事前調査報告書注1に記載されている内容は以下のとおりである。
研修名称

目　的

研修の到達目
標
研修開催スケ
ジュール

研修内容

カリキュラム

割当国

定　員
対象者
研修実施機関
及び研修施設
業務分担

注1 「ポーランド第三国集団研修事前調査報告書－東欧情報工学セミナー－」（1999年 11月）国際協力事業団地域部

準備室

日本名：東欧情報工学セミナー
英文名：Education of highly qualified IT specialist for Central and Eastern Europe countries in

accordance to demands of the job market
中・東欧諸国の産業、行政等における情報工学分野の人材育成を行うことにより、各国の市場
経済化促進に寄与する。
実践に基づく効率的な教育システムの構築方法に対する理解が進み、最先端の情報工学を学
ぶ。
1999～ 2003年度の 5年間年 1回の開催。
12日間（週末を含む、研修初日前日をワルシャワ到着指定日、研修最終日の翌日を出発日）と
する。
（1）JAVA言語の習得と実習
（2）コンピューターネットワークの技術の習得と実習
（3）システムエンジニアリングとデータベースの構築法の習得と実習
（4）並列計算機システム技術の習得と実習
（1）インターネット技術に適したプログラミング言語“JAVA”の修得
（2）データベース設計及び管理
（3）高速大規模の科学計算を行うための並列計算機技術など
ブルガリア、チェコ、エストニア、ハンガリー、ラトビア、リトアニア、モルドバ、ルーマニ
ア、スロバキア、スロベニア、ウクライナ
各割当国及びポーランドから 2名以内（応募は各国 3人まで可）。
コンピューター教育に従事している教育者（大学卒業以上）。
ポーランド・日本情報工科大学

ポーランド国民教育・スポーツ省
（1）在外公館を通し、割当国にG.I.（General Information）を配布・募集依頼
（2）外交ルートにより要請書を取り付け、PJIITへ送付
（3）外交ルートにより選考結果を割当国に通知
（4）以上を国民教育・スポーツ省から直接在外公館に指示できる
PJIIT
（1）研修カリキュラムの作成
（2）G.I.の作成
（3）研修実施に必要な人員の確保と配置
（4）外交ルートを通じて募集した研修員の選考と結果を国民教育・スポーツ省に通知
（5）研修員の渡航日程作成、航空券の手配
（6）空港送迎
（7）研修に必要な会場手配
（8）研修員用宿泊施設の手配
（9）要請書に添付されているカントリーレポートの講師への事前配布
（10）その他研修実施に必要な業務を行う
JICA
（1）研修実施に必要な経費の日本側負担分の配賦
（2）要請に基づいて在外技術研修講師派遣の実施
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第 3章　評価手法

3－1 試行的評価手法について

本評価調査は基本的に「JICA事業評価ガイドライン」注2に基づいた評価理論に沿って行うもので

あるが、一部、研修事業の特性に配慮して、新しい評価手法を取り入れて実施した。

これまで JICAは、評価の標準化をめざし、すべての事業評価にプロジェクト・デザイン・マト

リックス（PDM）を活用してきた。しかし今次、評価監理室との協議の結果、研修事業に対して同

様の手法を適用することは必ずしも適切でないと判断して、第三国研修事業により適切な評価手

法を考察するべく、若干の改訂を試みた。

その最も大きな部分は、評価用PDMの作成に代えて、独自のロジカルフレームワークを作成し

た点と、それに伴って評価 5項目の定義にも若干の改訂を加えた点である。

PDMを用いない主な理由としては、以下があげられる。

・PDMは本来問題分析に基づく（問題対処型）、プロジェクト計画・監理のためのツールであ

り、研修事業には適さない

・第三国研修事業では、計画、実施段階から PDMを作成し、活用する体制をとっていない

・第三国研修事業では、成果（Outcome）レベルまで関与できない

3－2 評価の手順

基本的な評価の手順は、JICA事業評価ガイドラインに示されているものとほぼ同様で、図3－ 1

のようになる。

作業内容 国　内 現　地

1）「評価設問」（評価のスコープ）を設定する

2） ロジックを整理し、ロジカルフレームワークを作成する

3） 評価グリッドを作成する

4） 実績の確認を行う （一部現地） （一部国内）

5） 実施プロセスの把握を行う

6） 評価5項目による評価を行う（特に、評価設問に関する項目に焦点をあて

る：本件の場合インパクト・自立発展性）

7） 4）、5）、6）の結果を総合的に判断して、「結論」を導き出す

8） 本研修への改善・向上に向けて「提言」を、また類似案件への「教訓」を導

き出す

9） 評価結果の取りまとめと関係者との合意形成（ミニッツの作成・調印）

図 3－ 1　評価の手順

注2 国際協力事業団企画・評価部評価監理室編著『実践的評価手法：JICA事業評価ガイドライン』国際協力出版会、

2002年 3月 12日発行。
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3－3 評価設問

評価設問とはプロジェクト関係者が本評価調査によって最も知りたいことであり、言い換えれ

ば“評価のスコープ”である。

本評価調査においては、以下の 6項目が評価設問として、国内関係者間で設定された。

① 実施・運営方法は年々改善されているか（実施プロセス）

② 研修の内容は、裨益国のニーズに合致しているか（妥当性）

③ 第三国研修の参加者は、その成果を出身国において活用しているか（インパクト）

④ PJIITは今後も同様の研修を継続して実施する意向があるか、またその財源を確保できる

か（自立発展性）

⑤ 我が国の今後の中・東欧地域協力における南南協力への教訓はあるか（教訓）

⑥ 第三国研修の評価手法についての考察（教訓）

3－4 ロジカルフレームワーク

本評価対象の第三国研修を、ロジックに基づいて整理すると、以下のようなロジカルフレーム

ワークにまとめられる（表 3－ 1）。このロジカルフレームワークのなかで、投入（Input）、活動

（Activities）、結果（Output）は、本プログラムで達成しなければならない（制御可能な）レベルであ

る。一方、中間成果、最終成果は、本プログラムでは直接介入しておらず、期待される正のイン

パクトと考えることができる。

表 3－ 1　本研修のロジカルフレームワーク

最終成果 中間成果 結　果 活　動 投　入
End-outcome Intermediate-outcome Output Activities Input

社会の変化
研修員の国において当
該分野に変化（改善）
が起こる

・職場の上司・同僚の
評価

・社会指標

上司・同僚アンケート
各国社会指標

取得技術の適用
研修員が、習得した知
識・技能を教育と研究
活動に活用する

職場での技術移転・適
用頻度
・技術移転手段・頻度

元研修員・上司・同僚
アンケート

受益者の変化
研修員が、教育プ
ログラムの開発と
実 践 の た め の 知
識・技能を習得す
る

・研修員の自己評
価

・実施報告書評価
結果

・元 研 修 員 ア ン
ケート

・現研修員ヒアリ
ング

サービスの提供
＜研修内容＞
カリキュラム作成
講師選定
教材作成
＜運営・管理＞
公示（G.I.）
研修員選考
研修実施
精算処理等
・研修員数・その属
性

・カリキュラムの
内容・質

・講師の質
・教材の数
・PJIITスタッフ
・講師
・元 研 修 員 ア ン
ケート

・現研修員ヒアリ
ング

資金
施設
機材
人材

－

JICA報告書
PJIIT資料

内
　
容

指
　
標

情
報
入
手
手
段
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3－5 評価5項目

作成したロジカルフレームワークを基に、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性）を行うためには JICA事業評価ガイドラインに定められている定義を若干改訂する必

要がある。本評価用に改訂した各項目の定義、視点は以下のように整理される。

3－ 5－ 1 妥当性

妥当性の視点を検討するために、第三国研修事業の本来の意義を整理しておく。「在外技術研

修業務マニュアル（未定稿Version.1）」によると、第三国研修事業の意義は以下の 5点となる。

＜第三国研修事業の意義＞

・適性技術の移転 ：途上国において既に適用・改善された技術の移転を図ることにより、参加国のニーズ

により適した適性技術を移転することが可能となる

・研修環境の優位性：文化的、言語的、気候・風土的になじみやすい一定の地域の国を対象にすることから、

研修員がより適応しやすく心身ともに負担の少ない環境下で研修が実施できる

・低コスト ：本邦研修に比べて実施コストが低いため、より多くの人々に研修機会が提供できる

・新興援助国の育成：実施国の主体性、責任下で行われることから、実施国の研修実施能力の向上、ひいて

は自助努力の促進を期待することができる

・南南協力支援 ：途上国間で技術・知識・経験等を相互に交換・共有することを通じて、南南協力への

支援ともなる

JICA事業評価ガイドラインによると妥当性は、非援助国の当該分野における開発戦略との整

合性、我が国の当該国への援助戦略との整合性をみることに代表される。

これらに加えて、上記の第三国研修の意義が達成されているかも妥当性としてみることがで

きる。すなわち実施国の対象分野におけるレベル・経験の有無、裨益国の選定、研修対象分野・

レベル、実施国・機関のキャパシティ、実施国と裨益国の協力関係、南南協力への発展の可能

性などが、妥当性の視点となる。また、低コストについての検証は、一見効率性の観点である

ように思われるが、他の研修事業と比較した場合の費用対効果の優位性、言い換えれば本ス

キーム適用の妥当性であることから、妥当性のなかで評価することとする。

3－ 5－ 2 有効性

有効性は、基本的にロジカルフレームワークの「結果」の達成度によって評価する。また、な

ぜそのような結果になったかを分析するために、活動と結果の因果関係、その間でのプロセス

における促進・阻害要因をみる。

3－ 5－ 3 効率性

JICA事業評価ガイドラインにおける効率性は、「投入」と「成果」の関係性を測るものである

が、研修事業では実証可能なものとして定量的に測ることが難しいため、あくまで研修実施運

営におけるスムーズさ及びコスト削減の努力等を中心に定性的にみることとした。また、投入
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と活動の因果関係、そのプロセスの促進阻害要因を参考程度に考察する。

3－ 5－ 4 インパクト

期待される正のインパクトとして、「中間成果」と「最終成果」の達成度を図ることによってみ

ることができる。また、それ以外の予想しなかった正負の影響についてもインパクトして評価

する。さらに、なぜそのようなインパクトが発現したのか、またはしなかったのかを分析する

ために「結果」及び「活動」とインパクトの因果関係、その間のプロセスにおける促進・阻害要因

をみる。

3－ 5－ 5 自立発展性

自立発展性は、本来一連のロジック全体が、協力終了後も実施機関が継続できるかどうかで

みるものであるが、第三国研修では、「投入」・「活動」・「結果」の実施プロセスにおける実施機

関の実施能力を中心に評価する。また本プログラムで直接介入していない「中間成果」・「最終成

果」の発現プロセスについては、参考程度に考察する。

有効性

効率性

インパクト

自立発展性

東欧情報工学セミナー
第三国研修

実績をみる部分（評価5項目の主要な判断材料となる）

促進・阻害要因、実施プロセスをみる部分

最終成果
End-outcome

中間成果
Intermediate
-outcome

結果
Output

活動
Activities

投入
Input

・裨益国のニーズとの整合性等
・我が国の援助戦略との整合性
・第三国研修事業の５つの意義
　との整合性　など

妥当性

図 3－ 2　ロジカルフレームワークと評価 5項目との関係
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3－6 情報入手手段

本評価調査のための情報入手手段は、以下のとおりである。

・R／D

・事前調査報告書

・募集要項（General Information）1999、2000、2001、2002年度

・実施報告書（PJIITが毎コース終了後に作成）1999、2000、2001年度

・在外研修指導調査報告書 1999年度

・PJIIT関係者、日本大使館、国民教育・スポーツ省及び研修員へのインタビュー

・PJIIT資料

・コース及び施設の視察

・元研修員・その上司へのアンケート

・2002年度の研修員へのアンケート（PJIIT並びに評価団作成の 2種）

3－7 評価グリッド

評価団が作成した評価グリッドは、以下のとおりである。
大項目 重要 中項目 主な情報入手手段

実績の確認

実施プロセスの把握

妥当性

有効性

効率性
インパクト

自立発展性

評
価
5
項
目

1. 投入実績の確認
● 2. 活動実績の確認
● 3. 結果の達成度

4. 中間成果の達成度
5. 最終成果の達成度
6. 上記 1～ 3の、阻害要因・促進要因
1. 運営プロセスの変遷

● 2. カリキュラムの変遷
3. 受講者の変遷
4. 外部条件の推移
1. 研修の実施はポーランドの政策と合致して
いるか

● 2. 研修内容は裨益国のニーズと合致しているか
3. 日本の援助政策と合致しているか
4. 日本の技術の優位性はあるか
5. 1人当たりの経費概算
1. 研修員の知識・技術は向上したか

● 2. 裨益国の労働市場のニーズに合致したカリ
キュラムか

1. 実施プロセスは効率的か
● 1. 最終成果の達成度
● 2. 研修員の周囲（同僚・所属機関）への波及効

果はあるか
● 3. 裨益国他機関への波及効果はあるか
● 4. PJIIT は元研修員との人的ネットワークの

構築を考えているか
5. その他の社会的影響はあるか
6. 促進要因・阻害要因は何か

● 1. PJIITは今後、同様の研修を実施する意欲が
あるか、またその予算は確保できるか

2. 協力終了後、PJIITの立案能力、運営・調整
能力を継続できるか

3. 講師のレベルを確保し、講義の質を保持で
きるか

● 4. 高等教育機関として PJIIT は今後も発展で
きるか（博士課程新設等の状況）

PJIIT資料、実施報告書
実施報告書
実施報告書、PJIIT資料、PJIIT関係者ヒアリング、
観察
研修員・上司アンケート
研修員・上司アンケート、統計等
PJIIT関係者ヒアリング、アンケート、JICA事務所
実施報告書、PJIIT関係者ヒアリング、JICA事務所
実施報告書、PJIIT関係者ヒアリング
実施報告書、PJIIT関係者ヒアリング
PJIIT関係者ヒアリング、JICA事務所
国民教育・スポーツ省、PJIIT関係者ヒアリング

研修員ヒアリング、アンケート
大使館、JICA事務所
PJIIT関係者ヒアリング
実施報告書、JICA資料
研修員ヒアリング、アンケート
研修員ヒアリング

実施報告書、PJIIT関係者ヒアリング
アンケート
アンケート

研修員ヒアリング、アンケート、統計等
PJIIT関係者ヒアリング

PJIIT関係者・研修員ヒアリング、アンケート
PJIIT関係者ヒアリング、アンケート
PJIIT関係者ヒアリング、観察

PJIIT関係者ヒアリング、PJIIT資料

PJIIT関係者ヒアリング、観察

PJIIT関係者ヒアリング
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第 4章　本研修の実績

4－1 投入実績

本研修の投入実績は以下のとおりである。なお、詳細については付属資料を参照のこと。

（1）運営経費

運営経費の 4年間の総額は、22万 5,444米ドルである。ポーランド側のコスト負担割合は、

初年度 18.3％から年々増加し、4年目には 32.2％になっており、第三国研修スキームの自助努

力の促進という点においても達成度は高い。

表 4－ 1　運営経費（予算） （米ドル）

第 1回 第 2回 第 3回 第 4回
合　計

（1999年度） （2000年度） （2001年度） （2002年度）

招へいに係る経費 22,950 21,550 18,330 22,070 84,900

研修に係る経費 21,300 20,950 21,550 17,500 81,300

小　計 44,250 42,500 39,880 39,570 166,200

CS割合＊ 81.7％ 75.9％ 68.9％ 67.8％ 73.4％

招へいに係る経費 8,050 6,850 11,350 8,130 34,380

研修に係る経費 1,870 6,648 6,648 10,698 25,864

小　計 9,920 13,497 17,998 18,829 60,244

CS割合＊ 18.3％ 24.1％ 31.1％ 32.2％ 26.6％

合　計 54,170 55,997 57,878 58,399 226,444

注：CSはコストシェアリング割合。

（2）その他の投入

その他の投入として、基本的に講師、テキスト、機材はPJIITの投入となっている。2002年

度において、遠隔教育という新しい分野をカリキュラムに組み込んだことから、在外技術研

修講師（国内支援組織の 1つ茨城大学の教授）1名を派遣している。

日
本
側

ポ
ー
ラ
ン
ド
側
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表 4－ 2　その他の投入

第 1回（1999年度） 第 2回（2000年度） 第 3回（2001年度） 第 4回（2002年度）

在外技術 0名 0名 0名 1名

研修講師

研修基盤 - 89万 1,000円 - -

整備機材 PJIIT情報取りまとめ中

講師 7名（延べ 27名） 6名（延べ 24名） 5名（延べ 14名） 8名

テキスト 40種類 31種類 49種類 PJIIT情報取りまとめ中

施設 研修会場提供

機材 PJIIT情報取りまとめ中

4－2 研修内容

初年度は 5領域をカバーしていたが、研修時間に比して内容が多すぎるという研修員からの指

摘により、2年目以降は3領域に絞り込んだ。また、毎年研修員からのコメントを生かし、研修内

容をより今日的で、ニーズの高い分野にシフトしてきている。特に IT分野における先進分野の動

向は早いスピードで変化するため、その変化に対応するためにはカリキュラムの柔軟な改訂が求

められる。近年最もニーズの高い分野は、データベース、データマイニングであるが、2002年度

から登場したKDD（Knowledge Discovery in Databases）は、これらを包括した新しい概念であり、最

も今日的な分野である。また、2002年 10月から PJIIT自身が遠隔教育（E-learning）を開始したこと

もあり、2002年度の研修には遠隔教育の分野が加えられた。遠隔教育は、ヨーロッパ連合（EU）と

しても加盟国及び加盟予定国において促進を後押ししており、EU加盟を 2004年にめざしている

ポーランド及び周辺国においてもその関心は高い。ただし、遠隔教育には受ける側の IT関連イン

フラ（プラットホーム）の整備が必要条件になり、裨益国内でも比較的 IT分野の取り組みが進みイ

ンフラが整備されつつあるブルガリアなどの参加者からは高い関心が寄せられたが、比較的取り

組みが遅れている国では関心はそれほど高くない。

・Personal Computer as a

network terminal× 21

sets

・LCD Data Projector×

1 set

・Over Head Projector 1

set

・Personal Computer as a

network terminal × 21

sets

・LCD Data Projector ×

1 set

・Over Head Projector 1

set

・Video Blaster Webcam

・Personal Computer as a

network terminal × 21

sets

・LCD Data Projector ×

1 set

・Over Head Projector 1

set

・Video Blaster Webcam

× 20 Vebcameras

・Camera

・Scanner

日
本
側

ポ
ー
ラ
ン
ド
側
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表 4－ 3　研修実績

第 1回（1999年度） 第 2回（2000年度） 第 3回（2001年度） 第 4回（2002年度）

開催期間 2000年 2月 14日～ 25日 2001年 2月 11日～ 24日 2002年 2月 10日～ 23日 2003年 2月 10日～ 23日

研修内容

4－3 参加者

参加者数はほぼ計画どおり年間約 20名である。しかし、各国 2名程度と設定されていたにもか

かわらず、参加者数にかなりのばらつきが見られる。これは、本研修に関する情報アクセス度の

違い及び各国のニーズの違いによるものと考えられる。また特にチェコ、ハンガリー、スロベニ

アからの参加者がいない理由としては、チェコ、ハンガリーについては IT分野の技術レベルが

ポーランドとほぼ同様で特に学ぶことがないととらえているからではないかとPJIITでは分析して

いる。

応募者数については、初年度は応募期間が非常に短かったため、応募者数は少ないが、二年目

は定員の倍以上に増え、その後は定員の 1.5倍程度で推移している。

また、参加者の質については、最初は各国大使館を中心とする外交ルートに頼っていたため、本

研修が対象としている「質の高い IT専門家で高等教育機関で教職に就いている者」が必ずしも集め

られなかったが、その後PJIITでは外交ルート以外に、独自のアカデミックなネットワークや元研

修員の口コミによる募集活動に力を入れ、次第により適切で意欲の高い参加者を得ることができ

るようになってきた。

・Programming in Java

・Computer networking

・System engineering and

database

・Parallel system

engineering

・Advanced information

technology

・Databases management

system and design of

database applications

・SLQ language and

Oracle Designer project

・Principles of knowledge

discover in databases

・Applications and

example of knowledge

discovery in databases

and datamining

・Theory and practical

exercises in sound

processing and 3D

animation for

multimedia applications

・Software Analysis and

Design

・Computer Aided

Software Engineering

・Computer 3D Graphics

and Animation

・Image and Video

Acquisition and

Processing

・Reasoning in multi-

agent system and in

robotics system

・Databases

・Applications to KDD

(Knowledge Discovery

in Databases) and

methods to robotics and

multimedia

・E-learning
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表 4－ 4　参加者数の推移

第 1回（1999年度） 第 2回（2000年度） 第 3回（2001年度） 第 4回（2002年度）
参加者計国　名

応募者 参加者 応募者 参加者 応募者 参加者 応募者 参加者

ブルガリア 4 2 6 3 8 5 5 4 14

チェコ 0 0 9 0 0 0 0 0 0

エストニア 1 1 1 1 2 0 3 3 5

ハンガリー 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ラトビア 1 1 3 3 0 0 0 0 4

リトアニア 3 3 2 1 12 9* 6 4 17

モルドバ 6 2 7 3 0 0 1 0 5

ルーマニア 8 5 8 2 3 2 6 4 14

スロバキア 0 0 4 4 3 2 2 2 8

スロベニア 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ウクライナ 6 5 7 2 3 2 10 3 12

合　計 29 19 47 19 31 20 33 20 78

注：第 3回のリトアニアは、9名選定されたが直前になって1名がキャンセルし、最終的な参加者は8名であった。
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第 5章　調査結果

5－1 実施報告書による評価

これまでにPJIITより、1999、2000、2001年度の実施報告書が提出されている。そのなかに、研

修終了後に研修員に対して行ったアンケートを分析したものとPJIIT自身が評価したものがある。

その概要を整理する。

（1）研修員へのアンケート結果

1） 目標

1999年度の実施報告書では、以下のように分析されている。研修員は、IT市場の重要な

傾向を把握することができ、今後の研究分野や学生への適切な指導に生かすことができる

ようになった。研修員のほとんどが研修は自国のニーズに合致しているとしている。した

がって、研修の主な目標は達成されたと判断されている。

2000、2001年度の実施報告書においてもほぼ同様の高い目標達成度が得られている。さ

らに、多くの研修員が、研修成果を受けて、自分の所属する大学等のシラバスを変更する

意向を、また何人かは自らの研究テーマを変更する意向を表明している。

2） カリキュラム

1999年度の実施報告書では、以下のように分析されている。カリキュラムについては、5

つの領域において、理論と実習が半分ずつカバーされ、ほぼ適切であった。ただし、日数

に比べてカリキュラムが多すぎる嫌いがあった。将来のコースとしては、データベース、

データマイニング、ファジーとラフコンピューティング、ウェブサーバデザイン、マルチ

メディアに興味ある者が多い。

2000年度は、1999年度の評価結果を受け、カバーする領域を 3つに減らした。多くの研

修員が、理論と実習のバランスは理想的であり、日々のカリキュラムの構成もよいとして

いる。ただし、1人だけもっと実習を多くしてほしかったとしているが、すべての参加者の

ニーズに 100％応えることは困難であり、現在のカリキュラムのバランスでほぼよいと判断

されている。一般に、データマイニング、データベース、マルチメディアの分野に関心が

高い者が多い。

2001年度の実施報告書では、前年度とほぼ同様のカリキュラムで、概して高い満足度を

得ている。
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3） 研修コース

1999年度の実施報告書では、以下のように分析されている。研修員は、質の高い講師陣

と教材により、95％の講義は興味深く、よく準備されていたとしている。近代的なラボ施

設とソフトウェアは研修をより効果的にしている。多くの研修員は、自国の学生たちに対

して同様の研修手法を適用する意思を表明している。一部の研修員は、もっと実習時間が

ほしかったとしている。

一部の研修員は、次年度の研修には、研修内容について事前にもっと十分な情報を与え

るべきだと提案している。

研修員のバックグランドや知識レベルが多岐にわたることは、よいことだとPJIITは理解

している。

2000、2001年度の実施報告書によると、両年とも、研修員は研修コースについて高い満

足度を示しており、同様の研修コースを所属する機関でも学生に対して実施してみたいと

いう意向を示している。また、教材、教科書、近代的なロボ施設、最新のソフトウェアに

ついて、高い満足を示している。

4） 事務手続きと運営

1999年度の実施報告書によると、以下のように分析されている。総じて、全員がPJIITの

研修の事務手続きと運営体制に問題はなく、満足している。事前の情報や研修期間中の対

応にも満足している。1人だけ、医療保険の利用方法について、十分な説明がなかったこと

に不満を述べている。一部の研修員から、講義終了後にコンピューターラボを自習や私的

利用のために使えるようにしてほしかったとの、要望があった。

研修員は、総じて宿泊、交通機関、及びそれらに関する事前の情報提供、休日の古都ツ

アーに満足している。

2000、2001年度の実施報告書によると、両年とも参加者はPJIITの事務手続きと運営体制

に対して高く評価をしている。特に事前の情報提供、質のよい宿泊施設、交通のアレンジ

メント、コンピューターラボの使用時間の延長に満足を示している。ただし、2000年度の

一部の参加者から教材の事前送付が遅すぎたとの指摘があった。

5） 研修成果の活用

1999、2000、2001年度とも、おおむね以下のような成果を得ている。

・PJIITの質の高い講師陣による講義によって得た指導方法を、自国の学生たちに適用

可能である。

・研修を得た教材、教科書は所属する図書館に保管し、同僚や学生達が利用できるよ
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うにしたい。

・大学講師や教員の研修員たちは、最新の IT市場のニーズに沿って、自分たちの学生

に研究分野を決定するよう指導したいと述べている。

・自国のコンピューターサイセンスの知識の更新のために、彼らの大学において本研

修と同様のコースを提供したいと考えている。

・数名の研修員は、本研修で得たアイデアをセミナーで講演したいとしている。

・すべての研修員は、自国の同分野の学者たちが今後PJIITが提供する第三国研修に参

加することに興味を示すだろうと明言している。

（2）PJIITによる評価

第三国研修の実施は、PJIITにとって全く初めての体験で、初年度は様々な困難に遭遇した

が、最終的には初期の目標を達成することができた。2年目以降はスムーズに実施運営してい

る。

研修員は、労働市場のニーズにあった IT分野の重要なトレンドを把握することができてい

る。多くの研修員が自国からもっと多くの研究者にこの研修を受講させたいとする賞賛のコ

メントを頂いたことは実施機関として光栄である、と述べられている。

総論として成功したといえるが、いくつかの弱点もある。その多くは、準備期間の短さに

起因するものである。参加希望者とのやりとりに通信手段の問題で時間がかかり、また参加

者側の決定にも時間を要したこと、そのため航空券や教材の発送がぎりぎりになったこと、

などがある。また、予算の見積りに不備があり、予算不足に陥ったことなども問題であった。

2000、2001年度には、JICAによる予算の確定時期から研修までの時間が短すぎることが指

摘されている。そのため、教材とソフトウェアの注文がぎりぎりになり、送料がかさむ結果

となった。また、送金の遅れにより予定されたカリキュラムを変更しなければならなくなり、

その点を問題とする参加者もあった。

（3）まとめ

初年度は、PJIITにとっても初めての対外的研修実施のため、事務手続き・運営上の小さな

混乱があったが、研修内容については、総じて参加者からは高い満足度を得ている。2年目以

降は、これらの問題点をすべて解決して、参加者からPJIITの実施運営能力について高い評価

を得ている。

PJIITからは、予算確定時期が遅い、送金時期が遅いなどの、JICA側体制についての課題が

指摘されている。
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5－2 アンケート調査による分析

本評価団が作成したアンケートを、PJIITを通して過去 4回の研修に参加した計 79名（ただし

2000年と 2001年に 2回参加した者が 1名いるため、実際のアンケート対象者は 78名）の研修員及

びその所属機関の上司に対してアンケートが配布された。回収数は、研修員 29（うち有効回答数

28件、回収率 37％、有効回答率 36％）、上司 6（配布数不明のため回収率不明）となっている。

（1）研修員のアンケート調査結果

回答者の所属機関は、大学教員19名、高等教育機関教員6名、高校教員3名である。また、

参加年度は 1999年度が 4名、2000年度が 1名、2001年度が 6名、2002年度が 18名である。

ニーズとの合致度は、「全く合致」と「ほとんど合致」を合わせると79％と非常に高い。知識・

技術の習得度も、「全く習得」と「ほとんど習得」を合わせると 64％、また「普通」が 29％、と

比較的高い。またこれらの項目は2003年の研修において大きく向上している。理論と実習の

バランスについては、14％が「もっと理論を」、57％が「もっと実習を」をとなっており、実習

に対するニーズが大きいこと、2002年度になってよりその傾向が強くなっていることが分か

る。

講師、教材、運営体制、講義については、「大変よい」と「よい」を合わせるとどの項目も80％

を超えており、満足度は非常に高い。ラボでの実習については、「大変満足」と「満足」を合わ

せて 54％、「普通」が 36％となっており、これは、実習時間の少なさ（前述の理論と実習のバ

ランスに関係）によるものと思われる。

実施報告書で初年度の問題点として、指摘された事前の情報提供については、「全く満足」

が 43％、「ほとんど満足」が 36％、「普通」が 11％と、ほぼ問題がない状態といえる。

他ドナーが実施する同様の研修に参加した者は、5名とサンプル数が少ないため、分析の対

象とはしないこととした。

図5－ 1は、以上の結果を比較するために、「大変よい」を100点、「よい」を75点、「普通」

を 50点、「やや悪い」を 25点、「悪い」を 0点として各項目で平均点を出したものである。こ

の結果から、全項目でおおむね高い満足度を得ているが、特に運営体制については最も満足

度が高く、次が「教材」「講師」の順となっていることが分かる。また、最も満足度が低い項目

は「習得度」であった。
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図 5－ 1　研修員の満足度（N＝ 28）

帰国後、全員が研修成果を同僚に伝達しており、その方法（複数回答）では「同僚との議論」

（100％）、「教材の回覧」（80％）、「ジャーナルや論文発表」（20％）と、様々な形で活用してい

ることが分かる（表5－ 1）。また、70％が自分の活動へも活用しており、その方法（自由記述）

では、「新しい研究分野に着手」、「セミナー等での発表」、「指導要領の改訂」、「新規プロジェ

クトへ提案」、「新クラスの開始」、「所属機関のデータベースの改善」などがあげられている。

一方、活用していない理由としては、「設備の不足」、「時間の不足」があげられている。

研修に参加した結果生じた個人的変化としては、「資格の向上」（60％）、「評価の向上」（50

％）、「よい仕事の機会」（30％）、「昇給」（10％）などとなっており、少なからずよい変化が生

じていることが分かる（表 5－ 2）。

元研修員間での交流の継続については、90％が何らかの交流を継続している。そのうち全

員が「E-mail」（90％）によるもので、次が「電話」「仕事上」（共に30％）となっている（表5－ 3）。

表 5－ 1　職場での伝達方法

（N＝ 10）
ジャーナルや論文発表 2

20％
セミナー等での発表 1

10％
教材の回覧 8

80％
報告書の作成 0

0％
同僚との議論 10

100％
その他 1

10％

表 5－ 2　個人的変化

（N＝ 10）
昇給 1

10％
昇進 0

0％
資格の向上 6

60％
評価の向上 5

50％
よい仕事の機会 3

30％
その他 1

10％

表5－3　元研修員との交流方法

（N＝ 10）
Eメール 9

90％
手紙 0

0％
電話 3

30％
仕事上 3

30％
その他 1

10％
交流なし 1

10％
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（2）所属機関の上司のアンケート調査結果

回答者の所属機関は、大学4、高等教育機関 1、高校 1である。また、参加年度は1999年度

が 4名、2000年度が 2名、2001年度が 4名（計 10名、1機関から複数参加含む）である。

全上司が、本研修が JICAの支援によるものであることを知っている。元研修員でその後職

場を変わったものは、10名中 1名であった。

帰国後、全上司が研修成果を同僚や所属機関に伝達しているとみている。その方法（複数回

答）では「同僚との議論」（100％）、「教材の回覧」（85％）、「ジャーナルや論文発表」（33％）と、

「セミナー・ワークショップへの参加」（17％）、などである。

また、83％が元研修員自身の活動へも研修成果を活用しているとしている。活用していな

い者（17％）の理由では「予算不足」となっている。

所属機関に対する「正のインパクト」があるという者が67％、なしという者が33％、一方「負

のインパクト」があるという者はいなかった。

5－3 実施プロセス

（1）改善の変遷

1） 運営方法

実施決定が1999年 11月末（R／D署名）であり、PJIITとしては 2000年度からの実施を希

望したが JICA本部が 1999年度内の実施を強く要望したため、結局、PJIITの春期休暇中の

2000年 2月中旬に第一回目を実施した。決定から実施までわずか 2か月半しかなく、また

JICA本部からの送金も遅れ、各種手配（航空券予約、カリキュラム等書類送付、ホテル手

配、滞在中の車輌手配）に十分な時間がなく、対応に苦慮した。しかし当時は技術協力プロ

ジェクトの専門家もPJIITに常駐していたため、専門家の支援を受けて何とか実施までかぎ

つけることができた。2年目以降は、この極端な時間的制約はなく、1年目の実施報告書で

自己評価した問題に対しても解決策を講じたため、運営面に関しての問題はほとんどみら

れない。

また、3年目からは試行的に本研修の包括的な管理のためのデータベースシステムを構

築した注3。このシステムでは理論上、参加希望者の申し込み・登録をWeb上で行い、参加

者情報の一元的管理、会計事務との連動などが可能となっている。

2） カリキュラム

初年度は5分野をカバーしたカリキュラムであったが、研修員から研修時間に比して研修

注3 本データベース構築には、2001年度学部の 3年生（最終学年）であった学生の卒業プロジェクトとして開始し、

現在は彼の修士課程での研究テーマとなっている。このように研究と実技が密接に連動して活動は IT分野では

理想的である。
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項目が多すぎるとのコメントがあり、2年目以降は3分野に絞り、適性な分量となっている。

研修内容は表4－ 3にみるように、毎年の研修内容をレビューし、更に最新の産業界のト

レンドを加味し、大幅な改訂を行って、研修員のニーズに対応している。

2002年度は、研修員をレベル別に 2つのグループに分け、グループAはデータベースや

データマイニングを中心に、グループBはこれらに加えて、ロボット工学、遠隔教育を取

り入れたカリキュラムとなっている。グループ分けの妥当性については、現在PJIITで検討

中である。

3） 参加者の応募方法

本研修の成果を最大限に発揮するために、毎年適切な研修員の募集と選定に尽力してい

る。初年度は時間的制約もあったため本スキームの正式ルートである外交ルートのみに

頼った募集方法となり、なかにはあまり適切でない参加者も混じっていた。その反省を踏

まえ、2年目以降はアカデミックなルート、インターネットを活用したルート（2001年度よ

りWebサイトを公開、2002年度の募集より本格的に募集・登録・データ管理に活用）と、元

研修員の口コミによる推薦の、3ルートを確保することによって、次第により適切な研修員

を確保できるようになっている。

（2）ポーランド側の負担割合

実施協議の際に、本研修スキームはポーランドの非援助国から援助国へのシフトを応援す

るものであるから、ポーランド側の費用負担を強く求め、当初は 18.1％として、その後徐々

に増やすことを求めた。その結果、2年目は24.1％、3年目は31.1％、4年目は 32.2％と着実に

増加しており、JICAが最終的に求める費用負担のレベル（30％）に達している。

ただし、PJIITは非国立大学であり、現在は国民教育・スポーツ省から直接には資金援助を

得られないため、本研修に関しても国民教育・スポーツ省から必要な経費をすべて支援して

もらっていないため、大学側の負担となっている。大学側としては「あらゆる教育機会を提供

することは教育機関の責務であり、一定の負担はやむを得ない」（学長）としているが、本ス

キームの趣旨（2国間援助）を考えると政府の資金的支援が更になされることが望ましい。今

後、非援助国を卒業し、パートナーシップシップ国になるためには、更なる費用負担（50％程

度）が求められる。

（3）PJIIT・JICA・在ポーランド日本大使館との関係

PJIIT、JICA、在ポーランド日本大使館の 3者の関係は非常に良好である。在ポーランド日

本大使館は最初の単独専門家派遣の時代から PJIIT設立に向けての積極的な支援を行ってき
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た。現在、PJIITの入学式、卒業式、第三国研修の開会式等のイベントに必ず大使が出席する

ようになったのもその証しとなろう。また、第三国研修の実施運営に関しては、JICA駐在員

事務所とも連携を図って、スムーズに実施されている。

ただし、初年度から2年目までは JICAの予算確定の時期が遅かったために送金が遅れるな

どの理由から、当初の予算よりも出費が増えるなどの問題が指摘されていた。しかし、3年目

以降は、JICAの本部内手続きに時間がかかることを理解してもらい、PJIITからの要請をでき

るだけ早く出してもらうことによって、この問題も解決され、現在運営上の連携に問題はな

い。
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第 6章　評価 5項目に基づく評価結果

6－1 評価結果

6－ 1－ 1 妥当性

（1）裨益国のニーズとの整合性

市場経済化を積極的に推し進めているポーランドにおいては、IT分野は最大の注目業種

である。国民教育・スポーツ省によると、そのニーズに即して、1990年半ば以降、関連大

学注4の新設、学部開設の申請が相次ぎ、現在国立 51校、非国立 39校、計 90校で関連した

講座をもっている。その結果、ITに関連する大学・専門学校の生徒数は 1990年の 3,675名

から 2002～ 2003年度には6万 6,000名と、約10年間で18倍の伸びを示している。また、そ

の卒業生数も着実に伸びており、1990年の 320名から2002年 6,263名と 20倍近い伸びとなっ

ている。このような学生数の増加は、同国の失業率が 18％と高いなかで、IT分野にかぎっ

ては人材不足で、PJIIT卒業生の就職率は 100％という状況からも産業界のニーズに合致し

ているといえる。したがって、同分野に対する支援は、市場経済化を支援するという意味

でも非常に妥当である。

また、本研修の裨益国である 11か国においても、2004年 EU加盟をめざして経済の安定

的成長が求められており、そのためには IT産業を振興していることから、同分野における

人材育成が重要な政策課題となっている。したがって、本研修は正に時事を得ており妥当

性は高い。

（2）我が国の対ポーランドへの援助戦略との整合性

一方、日本の援助戦略にかんがみると、ポーランドは経済協力開発機構（OECD）への加

盟を果たし、2004年にはEU加盟をめざし、今後は非援助国から中・東欧地域における援助

国への移行が期待されており、第三国研修の開催はまさにその最初のステップとなってい

る。この方向性からも本研修の実施は、我が国の対ポーランドにおける援助戦略とも合致

している。

（3）適性技術の移転

ポーランドは中・東欧地域においては、比較的自然科学系の学術的伝統があり、IT分野

においてもその特長が活かされている。特にPJIITの強みは、最新の実習室を備えて、理論

注4 IT分野といっても明確な区分はなく、情報工学、電気通信などの工学系に加えて、情報経済などの文化系も

含んでいる。
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と実践の融合に配慮したカリキュラムがつくられている点にある。本研修でもその点を十

分意識したカリキュラムとなっている。ただし、当初割当国としていたチェコ、ハンガリー

（EU同時加盟予定国）は、IT分野でもポーランドと同等か、それ以上のレベルであり、特に

本研修の対象としては適切ではなかった。そのことを裏付けるように、応募者があったに

もかかわらず辞退するなど、両国からの参加者はこれまで 1人もいない。

もう一歩踏み込んで考察すると、年々アカデミックルートによる研修員が増えるにつれ、

次第に技術移転というよりも学術交流という色彩が強くなりつつある。その色彩が更に強

くなった場合、第三国研修よりももっと適切な支援形態が考えられるのではないかと思わ

れる（学術セミナー・ワークショップ等の開催支援など）。その場合は、チェコ、ハンガリー

も割当国の対象とするのが適切となるであろう。

（4）研修環境の優位性

文化的背景については、総じて裨益国と民族的に類似性があり、適応しやすいというこ

とができる。ただし、本研修の参加者が大学等教員レベルであり、どちらかという海外と

の交流がある人々が多く、特に文化的、言語的、気候・風土的な類似性が優位に働いてい

るという印象はみられない。

（5）低コスト

一般論として、本邦研修よりも低コストで、より多くの裨益国の人々に研修機会を与え

得ることが本研修でも確認された。具体的には、一般に本邦研修では JICA負担額が 1か月

1名 210万円になるといわれており、0.5か月 20名の研修を提供するとなると、約2,100円が

必要となる計算となる。これに対して、本研修の運営経費の JICA負担額は0.5か月 20名で、

平均約 500万円である。これに講師の派遣経費と若干の携行機材を加えても JICA負担は本

邦研修の半分くらいの費用負担で済み、JICAにとって本研修は費用対効果が大変に高い協

力であるといえる。

（6）振興援助国の育成

本協力は、当初よりポーランドが非援助国から援助国に移行するステップとして日本・

ポーランド両国とも強く意識されていた。実施にあたっても、PJIITの強いオーナーシップ

によって企画・実施されており、年を重ねるごとに実施運営体制も改善され、4年目の現在

では研修実施能力にほとんど問題がない。したがって、財源面の確保には課題が残るもの

の、本研修によってPJIITを実施機関とする振興援助国としてのキャパシティは成長したと

いえ、その意義は大きい。
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（7）南南協力

上記（6）に関連して、ポーランドとしてEU加盟後は積極的に途上国支援に参入する意向

があり、本研修の実施は本格的な南南協力に向けてのよい一歩となっている。

6－ 1－ 2 有効性

本研修の有効性は、ロジカルフレームワークの結果（アウトプット）「研修員が、教育プログ

ラムの開発と実践のための知識・技能を習得する」の達成度によって測ることが可能である。

元研修員へのアンケートによると、知識・技能を習得していると回答しているものが64％、ま

た普通が 29％と、9割以上がおおむね習得していると自己評価している。

また今回の研修員へのインタビュー等を通じて、大学・高等教育機関の若手・中堅教員であ

る研修員から、習得内容を帰国後すぐカリキュラムに反映させたい、教材をそのまま活用でき

る、教授法にも参考となるものが多いなどのコメントがあり、本アウトプットの達成度は高い。

このような有効性達成の大きな促進要因としては、インターネットを活用した募集ルート、

過去の元研修員の紹介によるルートなど募集ルートの開拓によって、より適切な研修員が選ら

ばれるようになったことが最も大きいと、PJIIT側は分析している。

6－ 1－ 3 効率性

本研修は、全体的には、ポーランド側の講師、教材、機材、運営体制に対する投入の量、質、

タイミングにはほぼ問題がない。特筆するべき点は以下のとおりである。

特に投入の質の面では、実施機関であるPJIITの教師陣、教材、機材とも高い水準にあり、特

に日本側の追加投入がなくても実施可能であったことは、効率性を高める要因となった。加え

て、2003年度に初めて日本人専門家（茨城大学教授・遠隔教育分野）を講師として派遣し、PJIIT

としては新しい分野である遠隔教育に関するカリキュラムを提供でき、裨益国の関心とも合致

していたことは、有効性を高め費用対効果の向上に寄与した。

また、2002年度募集から注5、PJIITが開発したホームページによるデータベースサービスが導

入され、募集情報の提供、Webによる募集登録、参加者の個人情報リスト、旅費・宿泊費、会

計、等の管理が一元化されるようになり、事務コストの大幅な削減につながり、運営管理全体

の効率性向上に寄与している。

しかしながら投入のタイミングという点では、1999、2000年度においては、申請以降の一連

の手続きに時間がかかり結果的に JICAからの送金が遅れたことによって、予期しなかった運営

コストの上昇（①ディスカウント航空券が入手困難になったため、②参加予定者への事前資料送

付に速達送料がかかったため）を招き、やや効率的を欠く要因となった。

注5 2001年に試行的なWebデータベースが構築され、2002年 10月から本格的に外部向けに開設された。
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6－ 1－ 4 インパクト

インパクトには、予想（期待）されていた正の影響として、ロジカルフレームのなかの「中間

成果（Intermediate-outcome）」と「最終成果（End-outcome）」がある。

（1）中間成果（Intermediate-outcome）

期待される正の中間成果として、「研修員が習得した知識・技能を教育と研究活動に活用

する」が設定されている。

アンケートによると、帰国後全員が「同僚との議論」を、また 8割が「教材の回覧」を、更

に2割が論文等への発表など、情報の移転に努めている。また7割が自分の活動に活用して

おり、その方法は「新しい研究に着手」、「指導要領の改訂」、「新規プロジェクトへの提案」、

「新クラスの開設」などがあげられる。

（2）最終成果（End-outcome）

期待される正の最終成果として、「研修員の国において、当該分野に変化（改善）が起こ

る」が設定されている。研修員へのアンケートによると、リトアニアの高等学校教員がポロ

ポーザルを国に提出し、同高等学校に同国一の近代的コンピューターラボを設置したり、

また別の高等学校教員は学校のデータベースを改善してするなど、所属機関やその周辺に

正の影響を与えている。

研修員自身の変化においても、研修に参加した結果、資格が向上したり、回りからの評

価が向上したり、よい仕事の機会が見つかったり、昇級したりと、正の影響が現れている。

さらに、9割の研修員が帰国後も他の研修員と交流を続けている。またなかには共同でア

カデミックな活動を行いたいという意向を示しているものもいる。2003年度参加の研修員

についても、既にルーマニアとブルガリアの研修員がデータマイニングの分野でPJIITと共

同研究を行う意向を表明している。また、PJIITのロボット工学に興味あるルーマニアから

の研修員（コンピューター工学のティーチングアシスタント）は、PJIITの同学科の教員との

情報交換を約束している。

このようなインパクトの内容をみると、PJIITの第三国研修は単なる研修（技術移転）にと

どまらず、学術交流としての意義が大きくなっており、そういった正のインパクトは今後

更に大きくなることが予想される。

以上の調査結果から、中間成果については既にかなり達成されており、更に最終成果も

一部既に発現しているということができる。これらの成果が得られた促進要因としては、1

つは研修員が大学教員など直接教育活動に携わるものであること、2つ目は、研修内容が直

接カリキュラムや指導方法の改善に役立つカリキュラムであり、毎年そのニーズや業界の
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動向に配慮した研修内容づくりに専心したことがあげられよう。

6－ 1－ 5 自立発展性

（1）政策的観点

ポーランドの国民教育・スポーツ省は、ポーランドにおける非国立大学 IT分野の教育機

関として PJIITの実績を高く評価しており、現在、策定中の大学 IT分野の標準カリキュラ

ムにおいてもPJIITは貴重な情報リソースとなっている。また、同省では非国立大学への投

資が可能となる法律が現在通過中であり、今後非国立大学であるPJIITへの支援が拡大する

見込みを表明している。

更に周辺国への協力という観点から本研修プログラムについてもその意義とPJIITの実績

について高く評価している。将来的には周辺国のニーズに応じて、今回の研修と同様の人

材育成分野に協力していくことにも興味を示している。

（2）PJIIT自身の自立発展性

＜学術レベル＞

PJIITは非国立大で IT分野での実践面を重視した教育機関として、不動の位置を占めて

いると高く評価されている。これは 2002年 11月 24日に博士号を授与できる資格注6を取

得したことからも明らかである。現在ポーランドには非国立大学が 252校あるが、その

うち5校のみが博士号授与の資格があり、IT分野ではPJIITだけであることからも、同校

が学術的に高く評価されていることが分かる。

一方、PJIITではかねてより若い教員の博士号取得にも力を注いでおり、これまでに4名

が博士号を取得し、現在も数名が博士号取得に取り組み、教員の育成・質の向上にも力

を入れていることから、今後も教育の質の確保・向上が期待できるといえよう。

＜学生数と就職状況＞

学生数はここ数年堅調であったが、2002年は IT関係の新設校・新設課程の増加と、少

子化の影響により減少している（表 6－ 1）。今後、IT分野は学校間の競争が増すことが

予想され、更なる教育の質の向上と差別化が求められることになる。

注6 日本でいういわゆる論文博士に近い制度。
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表 6－ 1　PJIITの受験者と合格者の推移

1999年 2000年 2001年 2002年

受験者 413 589 513 341

合格者 400 572 464 328

出所：PJIIT資料

就職については、現在ポーランドにおいて 18％超の高い失業率であるにもかかわら

ず、PJIIT卒業生の就職率は 100％と良好であり、同校の入学者確保もさほど問題はない

と考えられる。またこの高い就職率は、企業のニーズを満たす教育を提供している証し

と考えられる。

＜研修運営能力＞

第5章で PJIITが取りまとめた実施報告書のなかの評価結果を紹介したが、その内容か

ら分かるとおり、PJIITの研修運営能力は極めて高い。巻末に添付した2003年研修募集要

項や支出精算書、別添した実績詳細表の実績を取りまとめたCD-Romの編集内容をみて

もその運営能力に問題がないことが分かる。また、第5章図 5－ 1に示した元研修員によ

るアンケート結果でも、「運営体制」に対する満足度は 100点満点中 95点と最も高く、ア

ンケート中には実施運営能力に対して賞賛と謝辞を表すコメントが多く記載されている

ことからも、運営能力に対して問題はないと判断される。

（3）第三国研修の継続可能性

PJIITは、第三国研修と同様の研修を、周辺国の参加者に対して実施する（技術的、学術

的、組織的、運営的）能力を十分に身に付けている。しかしながら、運営実施に係る経費に

ついては、引き続き国民教育・スポーツ省をはじめとする外部の支援が必要である。

他方、PJIITは既に国連開発計画（UNDP）の「開発のための情報通信技術信託基金（通称 IT

基金）」注7（35万米ドル未満）によるウクライナへの遠隔教育支援を行う計画が進行中であ

り、援助国への道を確実に進んでいるということができる。

6－2 結　論

以上、5項目評価結果とその他の調査結果から総合して判断すると、研修は当初の目的を十分に

達成している。更に特筆すべき点は、中間成果レベルである帰国後の研修成果の活用もおおむね

注7 UNDPが設立した同基金に、我が国は2001年に 500万米ドルを拠出した。UNDPとの取り決めにより、このう

ち 200万米ドルはUNDPのイニシアティブにより実施し、残りの 300万米ドルは我が国政府のイニシアティブに

より実施することとなった。本件は、その 300万米ドルの一部として実施されるものである。日本政府とウクラ

イナ政府との間で政府間約束がなされ、その実施機関としてPJIITがかかわるものである。
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実現しており、最終成果レベルである裨益国の社会的インパクトも出現し始めており、大いに満

足のいく協力効果を出しているといえる。

この成功の要因としては、大きく3つが考えられる。1つ目は、研修対象の多くが高等教育機関

の教員であったために研修で得た知識・技能が直接すぐ教育システムに活用できる環境にあるこ

とである。また、教員レベルの参加者は講義にも積極的に参加して、講義中の議論を牽引し、他

の参加者の理解を促進する役割も果たしている。つまり、最適な研修員の選考が 1つ目の成功の

鍵であったといえよう。

2つ目は、実践的な IT分野の教育が正に裨益国の大きな関心ごとであり、ニーズが高かったこ

とがあげられる。言い換えれば、裨益国においては経済成長が至上命題であり、その一端を担う

IT分野の人材育成分野は大きな関心ごとであることが、参加者の意欲を高め、研修成果を高めた

といえる。

3つ目は、動きの早い IT産業界のニーズを敏感に反映して、研修修了後アンケートやPJIIT内部

の意見を踏まえ、毎年研修内容の改訂を行ってきたことであろう。
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第 7章　提言と教訓

7－1 提　言

（1）ポーランド側への提言

第三国研修に係るPJIITの負担がやや大きいことから、国民教育・スポーツ省は PJIITに対

して経費をもっと負担するべきである。

（2）日本側への提言

日本の援助戦略を勘案しても、本研修は非常に効率よく大きな成果を達成している（費用対

効果が高い）。また、中・東欧地域における日本のODA予算の削減が顕著である状況の下で、

費用対効果の高い案件は最適な案件であり、今フェーズが終了後も引き続き継続することを

前向きに検討するべきである。ただしこの場合、先方からの正規の要望があり、かつ費用負

担が可能な場合に限り支援を継続するということはいうまでもない。

7－2 教　訓

（1）成功の要因

第三国研修の成果をより効果的・効率的にするためには、まず研修員の選定、カリキュラ

ムが重要である。本研修は大学等の高等教育機関の教員を対象として、直接指導方法の改善

に役立つカリキュラムづくりに専心したことが成功につながった。

（2）成功の背景

本研修の成功は、我が国の 10年間（1993年の食糧増産援助見返り資金及び 2名の個別専門

家派遣が緒とり）にわたるPJIITへの援助の実績のうえにある。これまでのPJIIT協力の成功の

要因は、大きく3つ、日本側の専門家らの努力、ポーランド側の受入体制（組織の意欲・オー

ナーシップ・キャパシティ、カウンターパートの質・受入意欲等）、そして時代のニーズであっ

たといえよう。

（3）第三国研修のめざすべき成果

本来第三国研修は、本研修のように研修員が裨益国において、研修成果を活用するところ

までを達成目標とすべきであるが、現在の第三国研修スキームではそこまでの投入も組み

込まれていない。したがって、スキームのデザインの段階から、帰国後の成果の活用を踏ま

えたフォローアップ活動を組み入れておくことが望ましい。
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（4）プログラムアプローチ

成功した事例をつなげていくことによって、より大きな効果を得ることを実証している。

振り返ってみると、結果的に現在 JICAが推進しているプログラムアプローチ（個別専門家→

技術協力プロジェクト→フォローアップ 3年→第三国研修）の形態をとっていることが分か

る。PJIITに係る一連の協力は「援助卒業」までのプロセスの1つの成功モデルとして、ナレッ

ジマネージメントシステムに蓄積していくことが期待される。

7－3 特記事項

国民教育・スポーツ省幹部のコメントで、ポーランドにおいては「第三国研修」というスキーム

名は「第三国世界」を彷彿しとし、自分たちは対象外であるという印象を受けるため、可能ならス

キーム名の検討を考えるべきだとの提案があった。確かに英語的には誤解を受けやすい用語であ

り、英語名を工夫する必要があるかもしれない。
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第 8章　評価手法の考察

8－1 背　景

「JICA事業評価ガイドライン」は、基本的に技術協力プロジェクト（旧プロジェクト方式技術協

力）を念頭に置いて作成されている。そのため同ガイドラインの冒頭（7ページ）で、第三国研修は

「事業の特性に応じ本ガイドラインをベースとして評価手法の修正を今後検討していくことが必要

な事業」として位置づけられている。

これまでは第三国研修事業も、同ガイドラインの評価手法をそのまま適用した評価が実施され

てきた。すなわち、PDMeの作成、実績（投入、活動、成果、プロジェクト目標、上位目標）の確

認、実施プロセスの把握、評価5項目による評価のフルセットである。しかし、技術協力プロジェ

クト（旧プロジェクト方式技術協力）は基本的に問題解決型のアプローチであるが、研修事業は

「研修受講者の個人的な力量が少しでも上がることをめざすもの」であり、事業の目的とアプロー

チが大きく異なる。現時点で、研修事業に同ガイドラインの評価手法をそのまま適用する弊害と

して、以下の諸点があげられる。

まず、JICAの採用しているガイドラインによる評価手法では、プロジェクトは問題解決型のア

プローチをとっており、ロジックモデル（PDM）におけるプロジェクト目標は改善すべき問題点を

ベースとしている。そのためプロジェクトでは個々に特有のプロジェクトデザインが策定される。

またその効果を測るには特有の評価デザインが必要となる。一方、研修事業は「解決すべき明確な

問題」があるわけではないため、達成すべき明確な目標は掲げられない。また、研修事業の場合は

ロジックは単純に、「研修のデザイン→研修の実施→研修員の能力の向上」となる。これはすべて

の研修事業に当てはまるため、研修事業ごとに個別のロジックモデルを作成する必要性は低い。

更に投入規模の観点からは、第三国研修事業では平均年間約 500万円とプロジェクトに比べて

額が小さいため、評価に過大な労力と費用をかけることは避けるべきである。

また、評価の手法に複雑な「様式」を導入すると、その労力に追われ、評価の本来の目的である

研修の改善という最も純粋なフィードバックにつながる評価結果がみえにくくなるという弊害も

現実にみられる。

加えて、現在、多くの第三国研修の評価の所管は在外事務所に移されつつあり、在外事務所で

容易にかつ有効的に適用できる評価手法の開発が待たれているところである。

このような背景から、本評価調査団内では当初から評価手法に関する何らかの検討も実施する

必要があるのではないかという声が上がっていた。これに評価監理室の同意も得て、評価手法の

考察を評価設問に加えられることとなった。評価調査団派遣前の対処方針会議においても、更な

る検討が加えられ、基本的に従来の手法を基本として実施したあとに、より適した簡便な方法を
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提案することとなった。

8－2 本評価調査の試行

本評価調査では、基本的に従来の手法を基本としたが、3章で詳述したようにPDMeを作成せず、

代わりにロジックモデル（表 8－ 1）を作成した。それ以外は基本的にガイドラインに沿って、以

下の手順で実施した。

1） 評価設問を設定する

2） ロジックモデル（表 8－ 1）を作成する

3） 評価グリッドを作成する

4） 実績を確認する

5） 実施プロセスを把握する

6） 評価 5項目により評価を行う（各項目の促進・阻害要因の検証）

7） 評価設問を念頭に置きながら、4）、5）、6）の結果を総合的に判断して、「結論」を導き出す

8） 本研修への改善・向上に向けて「提言」を、また類似案件への「教訓」を導き出す

9） 評価結果を取りまとめ、関係者と合意を形成する（ミニッツの作成・調印）

表 8－ 1　ロジックモデル

最終成果 中間成果 結　果 活　動 投　入
End-outcome Intermediate-outcome Output Activities Input

社会の変化

研修員の国において当

該分野に変化（改善）

が起こる

・職場の評価

・社会指標

取得技術の適用

研修員が、習得した知

識・技能を職場で活用

する

・職場での技術移転・

適用頻度

・技術移転手段・頻度

・職場の評価

サービスの提供

＜研修内容＞

カリキュラム作成

講師選定

教材作成

＜運営・管理＞

公示（G.I.）

研修員選考

研修実施

精算処理等

・研修員数・その属

性

・カリキュラムの

内容・質

・講師の質

・教材の数

＜日本＞

資金

機材

人材

＜裨益国＞

資金

施設

資材

人材

ノウハウ

－

受益者の変化

研修員が、必要な知

識・技能を習得する

・研修員の自己評価

達
成
す
べ
き
項
目

指
　
標
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8－3 米国国際開発庁（USAID）実施機関による評価手法

国際機関、世界銀行、米国などの評価関係者の間では、一般にモニタリングと評価は一体のも

のとしてとらえられている（M&Eシステムと呼ばれる）。そしてM&Eシステムの究極の目的は、何

が行われ、そのプログラムによって変化が生まれたかどうかをみることである。M&Eシステムは、

プログラム実施責任者に、最大の上位成果（overall results）をもたらすためにはどのような投入を

したらよいかを判断する材料を与えるものでなければならない。この基本的考え方に立って、

JICAの第三国研修事業の評価の目的を改めてまとめるならば、研修がどのように行われ（実施プ

ロセス）、研修受講者にどんな変化があり（結果と中間成果）、その結果、受講者の国においてどん

な上位成果が現れているか（最終成果）をみることであり、その評価結果は JICAに対して今後どこ

で、どのような研修事業を実施すればODAの成果を高められるかを判断する材料を与えるもので

はなくてはならない。

USAIDが支援する「The PRIME IIプロジェクト」に参加しているNGO・Intrah注8のモニタリング・

評価担当者によると、彼らが実施している研修のM&Eシステムは以下のようにまとめられる。

ロジックモデルはシンプルな「ライン&エンド型」で整理されており、モニタリングと評価を以

下のように区分している（図8－1）。Input→ Processes→Outputsをモニタリングの対象として、Effects

→ Impactsを評価の対象としている。Processesを判断する視点、Outputs、Effectsの指標がそれぞれ

設定してある。多くが他の研修でも利用できる一般的なものである。また、ここで例示されてい

る Impactの指標は、一般にプロジェクトの上位目標レベルの社会的な正の変化である。

＜指標＞

研修回数、研修生の数・属性、「研修の質」、「研修効果」

社会変容（例：避妊実行率、妊産婦死亡率、ＨＩＶ感染率等）

（研修後の）サービスのカバー率、受益者の属性と満足度、
研修後の仕事のパフォーマンス

カリキュラムのデザイン、参加者の選定、実施場所・教材の準
備、学習者の支援体制

INPUTS

PROCESSES

OUTPUTS

EFFECTS

IMPACT

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

評
価

図 8－ 1　USAIDによる研修のロジックモデル

注8 同プロジェクトは家族計画、リプロダクティブ・ヘルス分野におけるサービス提供者のパフォーマンスの向

上をめざしている。Intrahはノースカロライナ大学の医学部を母体とするNGO。
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このロジックモデルを用いた同NGOの評価手法を一言でいうと、モニタリングは実績と実施プ

ロセスで判定され、評価は効果（Effects）とインパクトによって行われている。この手法は、あく

までの研修成果がどのように実際の職場で活用され、それが社会変化に貢献しているかに着目し

ている。したがって、どちらかというと援助者側の視点である「効率性」、「妥当性」という概念は

含まれていない。また、研修事業が一時的で極めて限定的な介入であることから「自立発展性」と

いう概念もない。

8－4 評価手法の提案

ここで、8－ 3で紹介したUSAIDでの評価手法の一例と本評価調査団が実施した一連の評価手

法を比べつつ、より JICAの第三国研修に適した手法を考察してみたい。

まず、USAIDの事例では、モニタリングと評価とに区分している点が大きな違いである。JICA

の場合、まだモニタリング体制が未整備なため、USAIDでいうM&Eシステム全体を評価の対象と

する必要がある。USAIDでは研修の最終目的である研修受講者によってもたらされる最終成果

（インパクト）を重要視しているが、JICAの第三国研修ではスキームのデザインとしてこの部分が

組み込まれていないため、あくまで参考程度の評価対象となる。一方、JICAの場合、「研修の質の

向上」を評価の最大のフィードバックとして位置づけ、研修の実績と実施プロセスに重点を置くこ

とが妥当であると考える。したがって、USAIDでいうモニタリング部分が、第三国研修事業評価

の核となる。

ロジックの整理では、基本的にUSAIDも本評価調査でも同様の構成をもつロジックモデルを作

成しているといえる。「活動」が「プロセス」になっているところが異なる程度である。

以上のような基本的方針に立ち、我々が行った評価結果のエッセンスは、表8－ 2に示した観点

で評価することによって、必要な評価結果と妥当性を除く評価 4項目の視点もおおむねカバーさ

れることになる。表 8－ 2を一言でいうならば、基本的に「実績と実施プロセス」を検証すること

によって、（妥当性を除く）評価 4項目に該当する検証もできるということである。

それでは、個々の項目ごとに具体的にみていく。

有効性は「結果」と「活動」の実績（達成度）と、活動と結果の関係における「促進・阻害要因」及

び「実施プロセス」をみることによって得られる。

効率性は、「投入」の実績（量、質、タイミング）とその実施プロセスを基本とし、更にその投入

の実績が「活動」にどう結びついたかの因果関係（言い換えば「活動」の促進・阻害要因）を把握す

ることによって得られる。

インパクトは、基本的に「中間成果」と「最終成果」の達成度によって把握される。また、その達

成度を得るための促進・阻害要因を「活動→結果」のプロセスから分析することができる。研修と

いう小規模な事業で、「その他予期しなかった波及効果」を探るために特別に時間を割く必要性は
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低いと考えるが、調査過程で確認された場合は拾い上げることを否定するものではない。

自立発展性は、基本的に問題解決をめざすプロジェクトにおいては、そのアプローチ（ロジッ

ク）がプロジェクトで確立され、協力期間終了後もそのアプローチが維持されるかどうかという観

点であるが、研修事業の場合は、研修実施機関の実施能力をみるだけで十分と考える。具体的に

は、「投入」「活動」「結果」の実績、及びそれに対して研修実施機関の実施能力がどのように影響を

及ぼしたのかをみることで判断すればよい。

表 8－ 2　ロジカルフレームと評価の検証項目

最終成果 中間成果 結　果 活　動 投　入
End-outcome Intermediate-outcome Output Activities Input

注：USAIDの研修事業では、「有効性」、「インパクト」の概念だけが評価に取り入れられている。

妥当性については、このロジックモデルの外に位置する。プロジェクト評価において実施され

ている「対象国の開発戦略との整合性」「我が国の援助戦略との整合性」の観点は、第三国研修が基

本的に技術協力プロジェクトの協力のあとに実施されることを考えると、ほとんど全部の第三国

研修で既にクリアしている点であることが多く、あえて検証する必要はないと思われる。更にい

うならば、これら上位レベルの妥当性の検証は多種のスキームを統括したプログラムレベルで実

施する方が適切である。

研修員の国におい

て当該分野に変化

（改善）が起こる

研修員が、習得し

た知識・技能を職

場で活用する

研修員が、必要な知

識・技能を習得する

＜研修実施＞

研修回数、研修正数・

属性

＜研修デザイン＞

カリキュラム作成

講師選定

教材作成

＜運営・管理＞

公示（G.I.）

研修員選考

精算処理後処理等

＜日本＞

資金

機材

人材

＜裨益国＞

資金

施設

資材

人材

ノウハウ

実
績
の
検
証
項
目

効
率
性

有
効
性

イ
ン
パ
ク
ト

自
立
発
展
性

達成度、促進・阻害要因、プロセスの検証

達成度、促進・阻害要因、プロセスの検証

達成度＝インパクト

促進・阻害要因、プロセスの検証

達成度の持続性＝自立発展性
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これに代えて、第三国研修事業で定義されている 5つの意義（①適性技術の移転は、②研修環境

の優位性、③低コスト、④新興援助国の育成、⑤南南協力支援）に合致しているかどうかを検証す

る方が意味があると考える。ただしここで5つの意義を詳しく検討してみると、以下のように①、

②に関しては他の項目で既に確認・判定できるため、省略することも可能である。

すなわち、①適性技術の移転については、結果と中間・最終成果の達成度で確認できる。②研

修環境の優位性について、活動の促進・阻害要因で確認できる。

一方、③低コストについては、効率性で見るという考え方も可能であるが、プロジェクト評価

の場合はロジック、コンポーネント、実施運営等の観点から費用対効果をみるものであるが、こ

こでみるのは他スキームと比較した費用対効果であり、妥当性でみるのが適切と考える。また、④

新興援助国の育成については、結果、活動、投入の観点をまとめて、自立発展性の観点でもある

が、第三国研修の場合、「援助国への道」の支援が非援助国側と日本側にとっての大きなニーズで

あり、この視点から妥当性でみるのがよいと考える。⑤南南協力支援については、④と同様の理

由でスキームの適性等、総括的な観点としてとらえ、妥当性でみるのがよいと思う。

以上により、5つの意義（①適性技術の移転は、②研修環境の優位性、③低コスト、④新興援助

国の育成、⑤南南協力支援）とまとめて妥当性の観点でとらえることが可能であるが、より簡略化

する場合は、③低コスト、④新興援助国の育成、⑤南南協力支援の3項目のみでも十分であろう。

以上の考察から、第三国研修事業の評価としては、表8－ 3のように、投入、活動、結果、中間

成果、最終成果の各実績（達成度）を把握して、その達成度がなぜそうなかったのかの促進・阻害

要因、実施プロセスを判断して、更に第三国研修の 5つの意義の観点（特に低コスト、振興援助国

の育成、南南協力支援の観点）から妥当性を考察することで、評価 5項目による評価を実施したも

のと同様の結論が得られるであろう。

つまり、評価の最大のフィードバックと位置づけた「研修の質の向上」に対しては、投入、活動、

結果、中間成果、最終成果の各実績（達成度）をみて、その手段と結果の因果関係（プロセスの検

討）をみるために促進・阻害要因をみることによって、有効性、効率性、インパクトが評価できる。

また、研修事業における自立発展性は、実施機関の運営能力をみることであり、そのためには「投

入、活動、結果」の一連の実績とその促進・阻害要因をみることによって評価可能である。以上を、

実績、促進・阻害要因、実施プロセスの側面から、整理すると表 8－ 3のようになる。
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表 8－ 3　評価 5項目との関係性

妥当性 有効性 効率性 インパクト 自立発展性

（5つの意義の検証）

・裨益国のニーズとの

整合性

・日本政府の援助政策

との整合性

①適性技術の移転

②研修環境の優位性

③低コスト

④新興援助国の育成

⑤南南協力支援

結果の達成度

・その促進阻害要

因

・活動、投入との

因果関係

投入実績（質、量、

タイミング）

・投入と活動の因

果関係

・例えば「日本の投

入が遅れたから

カリキュラムを

変更する必要が

生じた」というよ

うな内容の把握

中間成果と最終成

果の達成度

・その達成に影響

を与えた、結果と

活動における促

進・阻害要因の考

察

投入、活動、結果の

達成度

・その達成度に対

して、実施機関の

キャパシティが

どのように影響

を及ぼしたか

（実施機関が今後

も同様の研修を

継続する意向が

あるかをみても

よい）

実
績

促
進
・
阻
害
要
因
、
実
施
プ
ロ
セ
ス

このような簡便な手法によって、研修事業が適性に行われたどうか、どう改善すれば達成され

るのか、あるいは非常に達成度が高い場合は何が促進要因なのか、究極の目標である最終成果は

達成されているか、いない場合は何が原因だったのか等、第三国研修事業のより効果的な達成の

ための改善に資するフィードバックのための十分な材料が得られる。

さらに、その手法には多くの説明を要さないことから、JICA事業評価ガイドラインに不慣れな在

外事務所（が委託する現地コンサルタントを含む）が実施することも容易である。したがって、在

外事務所の責任において実施するのに適した手法であるといえよう。
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